
                                                        

              

                                      

                                       

                

 
 
 

第 １ 号議案 名古屋都市計画区域区分の変更について 
 
 

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解 
 

縦 覧 期 間  令和 4 年 11 月 11 日から 令和 4 年 11 月 28 日まで 
縦 覧 場 所  愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課及び瀬戸市役所 
意 見 書 提 出 状 況  1 通 （1 名）   
 

 

 



番号 意  見  書  の  要  旨

1-1
　中水野駅周辺の利便性が向上することには、賛成です。
<１通（１名）>

1-2

本地区内に自宅があるが、上下水道完備されており、周辺の自然
環境も豊かであるため、市街化区域に編入する必要はないと思
う。
<１通（１名）>

1-3
土地区画整理事業ありきで市街化区域に編入することは納得でき
ない。
<１通（１名）>

2-1
土地区画整理事業ありきの説明となっており、都市計画決定権者
たる瀬戸市の説明は不十分である。
<１通（１名）>

2-2
土地区画整理事業が行われると、減歩で既存の土地を減らされた
り、増税や清算金による金銭的な負担が増大する。
<１通（１名）>

3
瀬戸市から発行されているハザードマップによる水害情報や水野
川の堤防の堤防強度等、水害に将来的な不安がある。
<１通（１名）>

　瀬戸市によりますと、本地区は、30年に1回程度の降雨に対し、主に現況農地の一部において、浸水
が発生する想定となっておりますが、そうした浸水を避けるため、土地区画整理事業において宅盤の
嵩上げ、調整池の整備、排水施設の機能強化等を行うと聞いております。
　また、1,000年に1回程度の降雨に対しては、おおむね床下浸水程度の被害に減じる見込みであり、併
せて、ソフト対策として、避難誘導等を行うことにより、安心安全なまちづくりを進めていくと聞い
ております。
　河川管理者に確認したところ、県管理河川の本地区に隣接する区間について、概ね30年間の整備内
容を定めた河川整備計画の目標とする降雨に対して、現在、流下能力や堤防の高さが確保されている
と聞いております。

都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

　　１．区域区分の区域について

　本地区は、瀬戸市が策定した都市計画マスタープランにおいて、鉄道駅を中心としたコンパクトな
都市構造への転換を促進し、子育て世代の定住や居住の循環促進を図る地区として位置づけられてお
り、瀬戸市が市街化編入に向けて事業化の検討を進めている地区であります。
　県としましては、瀬戸市が都市計画マスタープランを踏まえた、土地区画整理事業により住居系の
整備を進める目途を立てたことから、市街化区域に編入するものであります。

　　２．土地区画整理事業について

　土地区画整理事業に関する内容ですので、瀬戸市に申し伝えてあります。

　　３．その他



                                                        

              

                                      

                                       

                

 
 
 

第 ５ 号議案 名古屋都市計画道路の変更について 
 
 

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解 
 

縦 覧 期 間   令和 4 年 11 月 11 日から 令和 4 年 11 月 28 日まで 
縦 覧 場 所   愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課、津島市役所、 

北名古屋市役所、愛西市役所及び弥富市役所 
意 見 書 提 出 状 況   2 通 （2 団体）   
 

 

 



番号 意  見  書  の  要  旨

1-１

　路線廃止の理由として周辺道路網の代替性で廃止するな
らば、もっと大胆に廃止を進めていくべきである。県とし
ても関係市の指導を徹底するべきである。
 また、将来交通量推計値を公表すべきである。
＜２通（２団体）＞

1-２
　部分的に事業着手している路線であっても、事業着手で
きていない区間は見直し対象とすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-３

　地元説明会の周知、説明方法、質疑内容の公表につい
て、県としての標準手法を示し、市町村による差をなくす
べきである。
＜２通（２団体）＞

1-４

　路線の変更のない市町村についても、今後どうしていく
のか確認できるようにすべきである。
　また、整備状況を最新の令和３年度末の情報に更新すべ
きである。
＜２通（２団体）＞

1-５

　路線廃止にあたっては、決定当時の交通量予測が過大で
あったのか、代替道路の整備が進んだのか等の理由を明確
にするべき。
＜１通（１団体）＞

1-６

　旧都市計画法のもとで計画決定され長期間着手されな
かったことで、土地所有者は土地の処分に大きな制約を課
されてきた。都市計画道路の廃止による固定資産税の増加
をなくす特別措置を定めるべきである。また負担調整措置
とは住宅用地を除く商業地等にしか適用されないのではな
いか。
＜２通（２団体）＞

　変更理由は縦覧に供している理由書に路線ごとに記載されております。

　　１．都市計画道路見直しの進め方に関すること

　愛知県都市計画道路見直し方針では、周辺道路網の交通機能の代替性だけでなく、市街地形成機能及び空
間機能の必要性や歴史・文化資源及び環境等の影響についても、地域の特性を考慮し総合的に評価を行うこ
ととしております。見直し作業においては、市町村が地元の合意形成を図るなか、県は市町村との打合せや
定期的なヒアリングなどで必要な助言等を行い、市町村と相互に協力しながら見直しを進めております。
　交通機能の代替性の検証にあたっては、交通量や混雑度を推計しておりますが、これらは検討または協議
に関する情報であり、かつ、検証を行う際の評価指標の一つでもあるため、総合的な評価に対する誤解を招
く恐れがあり公表しておりません。

　長期未着手路線があり見直しの手続きを行っていない市町村においても、その必要性などの検討を行って
おりますが、検討の過程に関する情報については、検討または協議に関する情報であり、見直しをするにあ
たり必要となる地元との調整や合意形成等に影響を及ぼす恐れがあるため公表は行っておりません。
　県が公表している「愛知県内市町村別都市計画道路（幹線街路）整備状況」については、毎年、国が行う
都市計画現況調査に合わせて県も調査を実施しており、その結果は国の公表と同時期の３月ごろ公表してお
ります。

　都市計画道路の建築制限が適用され、かつ固定資産税額が減額されている土地では、都市計画道路の廃止
に伴い、減額されていない税額に変更されることとなります。変更された税額が元の税額に対して一定の限
度を超えて増額される場合は、税負担の激変を緩和するため、地方税法附則において段階的に税額を変更す
るような負担調整措置が設けられており、商業地だけでなくこうしたすべての土地に対して適用されており
ます。なお詳細については、実務を行う関係市町村にお問い合わせください。

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づき、主要な道路との交差点などで区間を設定し、区間単位で未着手
の場合は見直し対象としております。

　都市計画法第16条や都市計画運用指針では、都市計画の案を作成しようとする場合には、説明会や公聴会
等を開催し、住民の意見を反映させるために必要な措置を講じることが定められております。
　市町村が実施する説明会の周知、説明方法、質疑内容の公表については、法令の趣旨に沿った実施方法で
あると認識しておりますが、市町村では独自の取り組みとして、ホームページ等を活用するなどして、情報
提供を行っております。

都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解



番号 意  見  書  の  要  旨 都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

2―1
　計画書に廃止路線の延長距離を明記するべきである。
＜１通（１団体）＞

2―2
　総括図にて３・４・730号花正莪原線を３・４・729号立込
元寺線として誤った記載をしていないか。
＜１通（１団体）＞

２．都市計画図書に関すること

　県決定の５路線の変更は、同時に市が手続きを行っている路線の廃止決定に伴い、それらの廃止路線との
平面交差箇所数等を変更するものであります。なお、廃止路線については市決定ですので、廃止延長につき
ましては、市決定の廃止路線に関する計画書と合わせて縦覧していた理由書に記載されております。

　３・４・730号花正莪原線及び３・４・729号立込元寺線は正しく総括図に記載しております。



                                                        

              

                                      

                                       

                

 
 
 

第 ６ 号議案 知多都市計画道路の変更について 
 
 

意見書の要旨及び都市計画決定権者の見解 
 

縦 覧 期 間   令和 4 年 11 月 11 日から 令和 4 年 11 月 28 日まで 
縦 覧 場 所   愛知県都市・交通局都市基盤部都市計画課及び知多市役所 
意 見 書 提 出 状 況   2 通 （2 団体）   
 

 

 



番号 意  見  書  の  要  旨

1-１

　路線廃止の理由として周辺道路網の代替性で廃止するな
らば、もっと大胆に廃止を進めていくべきである。県とし
ても関係市の指導を徹底するべきである。
 また、将来交通量推計値を公表すべきである。
＜２通（２団体）＞

1-２
　部分的に事業着手している路線であっても、事業着手で
きていない区間は見直し対象とすべきである。
＜２通（２団体）＞

1-３

　地元説明会の周知、説明方法、質疑内容の公表につい
て、県としての標準手法を示し、市町村による差をなくす
べきである。
＜２通（２団体）＞

1-４

　路線の変更のない市町村についても、今後どうしていく
のか確認できるようにすべきである。
　また、整備状況を最新の令和３年度末の情報に更新すべ
きである。
＜２通（２団体）＞

1-５

　路線廃止にあたっては、決定当時の交通量予測が過大で
あったのか、代替道路の整備が進んだのか等の理由を明確
にするべき。
＜１通（１団体）＞

1-６

　旧都市計画法のもとで計画決定され長期間着手されな
かったことで、土地所有者は土地の処分に大きな制約を課
されてきた。都市計画道路の廃止による固定資産税の増加
をなくす特別措置を定めるべきである。また負担調整措置
とは住宅用地を除く商業地等にしか適用されないのではな
いか。
＜２通（２団体）＞

都  市  計  画  決  定  権  者  の  見  解

　変更理由は縦覧に供している理由書に路線ごとに記載されております。

　　１．都市計画道路見直しの進め方に関すること

　愛知県都市計画道路見直し方針では、周辺道路網の交通機能の代替性だけでなく、市街地形成機能及び空
間機能の必要性や歴史・文化資源及び環境等の影響についても、地域の特性を考慮し総合的に評価を行うこ
ととしております。見直し作業においては、市町村が地元の合意形成を図るなか、県は市町村との打合せや
定期的なヒアリングなどで必要な助言等を行い、市町村と相互に協力しながら見直しを進めております。
　交通機能の代替性の検証にあたっては、交通量や混雑度を推計しておりますが、これらは検討または協議
に関する情報であり、かつ、検証を行う際の評価指標の一つでもあるため、総合的な評価に対する誤解を招
く恐れがあり公表しておりません。

　長期未着手路線があり見直しの手続きを行っていない市町村においても、その必要性などの検討を行って
おりますが、検討の過程に関する情報については、検討または協議に関する情報であり、見直しをするにあ
たり必要となる地元との調整や合意形成等に影響を及ぼす恐れがあるため公表は行っておりません。
　県が公表している「愛知県内市町村別都市計画道路（幹線街路）整備状況」については、毎年、国が行う
都市計画現況調査に合わせて県も調査を実施しており、その結果は国の公表と同時期の３月ごろ公表してお
ります。

　都市計画道路の建築制限が適用され、かつ固定資産税額が減額されている土地では、都市計画道路の廃止
に伴い、減額されていない税額に変更されることとなります。変更された税額が元の税額に対して一定の限
度を超えて増額される場合は、税負担の激変を緩和するため、地方税法附則において段階的に税額を変更す
るような負担調整措置が設けられており、商業地だけでなくこうしたすべての土地に対して適用されており
ます。なお詳細については、実務を行う関係市町村にお問い合わせください。

　愛知県都市計画道路見直し方針に基づき、主要な道路との交差点などで区間を設定し、区間単位で未着手
の場合は見直し対象としております。

　都市計画法第16条や都市計画運用指針では、都市計画の案を作成しようとする場合には、説明会や公聴会
等を開催し、住民の意見を反映させるために必要な措置を講じることが定められております。
　市町村が実施する説明会の周知、説明方法、質疑内容の公表については、法令の趣旨に沿った実施方法で
あると認識しておりますが、市町村では独自の取り組みとして、ホームページ等を活用するなどして、情報
提供を行っております。


